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趣 旨 

日本が直面する 人口の高齢化、 産業の空洞化、 社会活力の喪失等の 間 題 、 世界が直 

面する地球環境、 食料、 エネルギー、 資源などの問題があ る。 これらの諸問題をふま 

え 、 安心して暮らせる 豊で潤いのあ る社会の構築を 目指し、 科学技術基本計画は 、 科 

学 技術創造立国の 基盤を確立するためのいく っ かの目標を定め、 政府や地方公共団体、 

産業界、 大学、 国立研究所あ るいは研究者個人に 対して、 目標達成についての 努力を 

要請している。 目標とされている 事項としては、 競争的研究環境を 整備すること、 流 

動的研究組織を 促進すること、 「産・官・ 学 」研究連携を 促進すること、 研究成果の 

積極的社会還元を 図ること、 厳格な覚部評価を 実施すること、 自然科学と人文・ 社会 

科学の調和を 図ることなどがあ る。 

これらの目標を 達成するためには、 抽象的議論の 段階を越え、 現実具体的なアクシ 

コ ンプロバラムの 作成と実施が 必要であ る。 科学技術振興に 関するアクションプロバ 

ラムは政界、 官界、 財界からだけでなく、 研究現場を担当する 研究者集団からこそ 提 

案 されるべきであ ろう。 

本 パネル討論では、 とりあ えず「研究者の 流動化とシニア 任期制の導入」 だけに的 

を 絞って、 研究者サイドからのアクションプロバラムの 提案について 検討したいと 9 、 

います。 

どのような方向で 導入を図るべきか、 導入に当たって 整備すべき条件や 配慮すべき 

事項は何か等についてご 議論いただきたいと 思います。 
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